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平成23年6月に県の附属機関である「健康づくり審議会」の小委員会として設置された「兵庫

県受動喫煙防止対策検討委員会」により、とりまとめられた「兵庫県受動喫煙防止対策検討

委員会報告書」を踏まえ、実効性のある受動喫煙対策として、「受動喫煙の防止等に関する

条例」を制定しました（平成 24 年 3月 21 日公布）。

条例の規制概要

不特定又は多数の人が出入りする空間（公共的空間（注 1））を有するすべての施設が対象。

条例の対象となる施設の区分 規制内容：必要な対応

（受動喫煙防止措置）

1

.

幼稚園、保育所、小・中・高校など 敷地内・建物内すべて禁煙

病院・診療所、官公庁の庁舎、児童福祉

施設など
建物内の禁煙

大学、専修学校、薬局など 建物内の公共的空間(注 1)の禁煙

2

.
劇場、映画館など

建物内の公共的空間(注 1)の

 禁煙

 厳格な分煙(注 2)

 時間分煙のいずれか

3

.

宿泊施設のフロントロビー部分

（100m2以下に限る）

飲食店・理容所・美容所

（客室面積 100m2以下に限る）

建物内の公共的空間(注 1)の

 禁煙

 厳格な分煙(注 2)

 時間分煙

 喫煙のいずれか

4

.

宿泊施設 飲食店

理容所・美容所 公共交通機関

物品販売店 金融機関

公衆浴場
図書館・博物館・美

術館

運動施設 動物園・遊園地

公園 社会福祉施設など

建物内の公共的空間(注 1)の

 禁煙

 厳格な分煙(注 2)

のいずれか
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（注 1） 「公共的空間」には対象施設のうち次に掲げる区域は含みません。

1.居室、事務室など、従業員等の特定の者が利用、又は出入りする区域

2.会議室、宴会場、個室など、特定の利用者が一時的に貸し切って利用する区域

（注 2） 「厳格な分煙」は、たばこの煙が禁煙区域へ直接流入しないよう、床面から天井まで

達する壁等で仕切り、かつ常にたばこの煙を直接屋外に排出できる設備などを備え

る必要があります。

【条例の適用期日】

幼稚園・保育所、小・中・高

校、

病院、官公庁の庁舎

大学・薬局など

平成 25年 4月 1日（罰則規定は、平成 25年 10 月 1日から

適用）

劇場・映画館

宿泊施設・飲食店・理美容所

公共交通機関・物品販売店

など

平成 26年 4月 1日（罰則規定は、平成 26年 10 月 1日から

適用）

2.条例普及啓発用チラシ（A4 サイズ）

「受動喫煙の防止等に関する条例」の内容をわかりやすくするため、条例の普及啓発用チラ

シを作成しました。



3.受動喫煙防止ハンドブック

職場における受動喫煙対策の参考としていただき、それぞれの職場に

応じた対策を実施していただくため、受動喫煙対策の基礎知識などをま

とめた「受動喫煙防止ハンドブック」を作成しました。

受動喫煙防止ハンドブック（PDF：8,327KB）

4.啓発用のぼり

受動喫煙防止の重要性を広く県民の方にお知らせし、受動喫煙の防止にご協力をいただくた

め、商店街・ショッピングセンターなどで掲示していただく啓発用のぼりを無償で配布していま

す。配布をご希望の場合は県受動喫煙対策室までお問い合わせください。

〔サイズ〕タテ 180cm×ヨコ 60cm

※啓発用のぼり（PDF：60KB）

公共施設・店舗等における喫煙環境の表示について

条例では、事業者に対し、当該施設を利用し、又は利用しようとする人の目につきやすい場

所に喫煙環境（禁煙、分煙、喫煙可など）を表示することを求めています。

たばこの煙にさらされることを望まない人やたばこを吸いたい人が、店舗に入店する前にそ

の喫煙環境を知ることができるよう、喫煙環境の表示ステッカーを店頭に貼付してください。

1.表示用ステッカー

店舗等の喫煙環境についての表示義務があります。類似の表示も可能です。

A.禁煙 B.厳格な分煙 C.喫煙区域・室 D.時間分煙 E.喫煙可能施設



京 都 府 受 動 喫 煙 防 止 憲 章
－「受動喫煙ゼロ」の京都府を目指すために －

平成 年 月24 3
京都府がん対策推進府民会議たばこ対策部会

たばこの煙には、ニコチンや種々の発がん物質、一酸化炭素、その他多

種類の有害物質が含まれています。これらの有害物質は、喫煙者が吸って

いる煙(主流煙)だけではなく、たばこから立ち昇る煙(副流煙)にも含まれて

おり、各種有害物質の含有量は、主流煙よりもむしろ副流煙の方が多くな

っています。

、 、 、そのため 本人は喫煙しなくても 室内又はこれに準ずる環境において

他人のたばこの煙を吸わされる「受動喫煙」により、非喫煙者の健康に悪

影響を及ぼすことが問題となっています。

「受動喫煙」は、不快な症状を及ぼすだけでなく、肺がんや急性心筋梗

塞などの虚血性心疾患をはじめ、子供の呼吸器疾患、歯周病のリスクの上

昇など健康への影響も報告されています。さらに、流産、早産及び死産の

リスクや低出生体重児の率が上昇するほか、乳幼児突然死症候群の原因と

なると報告されています。

このように、たばこによる健康被害は、喫煙者自身の健康問題にとどま

らず、自らの意志とは関係なくたばこの煙を吸わされる周囲の全ての人々

の健康問題でもあり、特に、より深刻な影響を受ける乳幼児や未成年者、

妊産婦を受動喫煙の害から十分に保護する必要があります。

そうしたことから、喫煙による健康への直接的な影響について、広く府

民に伝えることはもとより、特に未成年者に対して正しい知識を普及する

とともに、府民の健康を守るという観点から、より一層の受動喫煙防止対

策に取り組むことが必要です。

とりわけ、京都は、国内外から多くの観光客が訪れる地であることから

も、誰もが受動喫煙にあうことなく安心して施設を利用できるよう、京都

らしいおもてなしの心で対応することもたいせつです。

このような状況を踏まえ、京都府では 「受動喫煙」を受ける機会をゼロに、

、「 」することを目指し 京都府における受動喫煙防止対策の推進に関する報告書

(平成 年 月)を踏まえ、啓発や調査等の取組を進めてきたところですが、22 2
今後は、本憲章に基づき、京都府がん対策推進府民会議たばこ対策部会を中

心に、府民や施設管理者等の各主体がそれぞれ自主的に取り組む府民運動

、 。として 京都府全体で受動喫煙防止対策を一層推進していくものとします



○ 公共性の高い施設においては、建物内禁煙を実施します。

それ以外の多数の者が利用する施設においては、当面、施設の実情に応

じた実効性のある受動喫煙防止対策に取り組みますが、将来的には、建物

内禁煙を目指すこととします。

特に、乳幼児や未成年者、妊産婦が日常的に利用する施設においては、

受動喫煙の防止に重点的に取り組みます。

○ また、京都は、日本有数の観光地であることから、観光客を含む全ての

人に受動喫煙防止の取組を理解していただくため、誰が見てもわかりやす

い表示を推進します。

○ さらに、京都には多くの大学が立地しており、たばこを吸い始める年代

の若者も多いことから、周囲の人への喫煙による影響等を理解してもらう

ための取組を大学と連携して進めます。

○ 行政は、受動喫煙が及ぼす健康への影響や禁煙実施施設等の情報につい

て、広く府民に周知を図ります。

○ 禁煙実施施設は、施設利用者が受動喫煙を受けないようにするため、当

該施設が禁煙である旨を表示するとともに、当面、施設の実情に応じた実

効性のある受動喫煙防止対策に取り組む施設は、その内容を利用者にわか

りやすく表示するよう努めます。

○ 保健医療関係団体は、受動喫煙防止対策推進のための知識や情報を提供

します。

○ たばこをやめたいと考えている喫煙者が、円滑に喫煙をやめることがで

きるよう、各主体がそれぞれの立場から支援します。

○ 喫煙者は、周囲の人々に与える健康への影響に配慮し、喫煙マナーを遵

守します。

○ 受動喫煙防止対策に関わる関係団体相互の連携を推進します。


